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令和７年度全国安全週間説明会
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１．全国安全週間について
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安全週間とは

今年で９８回目を迎える全国安全週間は、昭和３年に初めて実施され

て以来、「人命尊重」という基本理念の下、産業界での自主的な労働災

害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を

図ることを目的として、実施されてきました。



令和７年度 全国安全生週間

準備期間：

６月１日～ ６月３０日

本  週  間: 

７月１日～７月７日

本年度スローガン
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多様な仲間と 築く安全 未来の職場



主催者・協賛者・協力者・実施者

主催者

• 厚生労働省

• 中央労働災害

防止協会

協賛者

• 建設業労働災

害防止協会

• 陸上貨物運送

事業労働災害

防止協会

• 港湾貨物運送

事業労働災害

防止協会

• 林業・木材製

造業労働災害

防止協会

協力者

• 関係行政機関

• 地方公共団体

• 安全関係団体

• 労働組合

• 経営者団体

実施者

• 各事業場
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２．労働災害発生状況
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業種別労働災害発生状況の推移 (全国版)

死亡災害 休業４日以上の死傷災害
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事故の型別労働災害発生状況の推移 (全国版)

死亡災害 休業４日以上の死傷災害
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令和６年 労働災害発生状況の推移 (松山署管内)

全産業で対前年比 約２％減少

【確定値】
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墜落・転落

16%

転倒

28%

激突

4%
飛来・落下

4%

崩壊・倒壊

1%

激突され

6%

はさまれ、

巻き込まれ

9%

切れ・こすれ

5%

踏み抜き

1%

高温・低温の

物との接触

3%

交通事故

(道路）

7%

交通事故

（その他）

1%

動作の反動、

無理な動作

16%

その他

1%
動力伝導機構

1%

木材加工用機械

1%

建設用機械

0%

金属加工用機械

1%

一般動力機械

4%

動力ｸﾚｰﾝ等

1%

動力運搬機

10%

乗物

8%

人力機械工

具等

9%

用具

9%

その他の装置、設備

3%

仮設物、建

築物、構築

物等

26%

危険物、有

害物等

1%

材料

7%

荷

8%

環境等

4%

その他の起因物

8%

起因物別

令和６年 労働災害発生状況 (松山署管内)
【確定値】

事故の型別



令和６年 労働災害発生状況 (松山署管内) 【確定値】
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年齢別 休業程度別

～１９歳

2%

２０～２９

歳

10%

３０～３９

歳

12%

４０～４９

歳

21%

５０～５９

歳

25%

６０歳以上

30%

５０歳以上の割合
55％

4日以上2週

未満

22%

2週以上1月

未満

17%

1月以上3月

未満

43%

3月以上6月

未満

15%

6月以上

3%

死亡

0%

2件
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３．事業者の実施事項



（1）安全大会等での経営トップによる安全への所信表明を通

じた関係者の意思の統一及び安全意識の高揚

（2）安全パトロールによる職場の総点検の実施

（3）安全旗の掲揚、標語の掲示、講演会等の開催、安全関係

資料の配布等の他、ホームページ等を通じた自社の安全

活動等の社会へ発信

（4）労働者の家族への職場の安全に関する文書の送付、職場

見学等の実施による家族への協力の呼びかけ

（5）緊急時の措置に係る必要な訓練の実施

（6）「安全の日」の設定のほか全国安全週間及び準備期間に

ふさわしい行事の実施
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全 国 安 全 週 間 お よ び 準 備 期 間 中 に 実 施 す る 事 項
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安全衛生活動の推進

業種の特性に応じた労働災害防止対策

業種横断的な労働災害防止対策

１

３

２

継続的に実施する事項
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体制の確立

教育の実施

活動の促進

１ 安全衛生活動の推進



体制の確立
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年間を通じた安全衛生計画の策定、安全衛生規程及び安

全作業マニュアルの整備

経営トップによる統括管理、安全管理者等の選任

安全衛生委員会の設置及び労働者の参画を通じた活動の

活性化

労働安全衛生マネジメントシステムの導入等によるＰＤ

ＣＡサイクルの確立



体制の確立
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安全衛生委員会について

（平成18年4月～
追加）

（令和５年4月～
追加）



• 達成状況の確認

• 実施結果の分析

• 評価の結果に基づき、

改善や対策を行い、

次の計画につなげる

• 実施状況は定期的に確認する

•基本方針の策定

•職場の問題点の把握

•安全衛生目標の設定

•重点項目、具体的な実

施事項の設定

•実施時期の策定 計画 実行

評価改善
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体制の確立

PDCAサイクルの確立について
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教育の実施

経営トップから第一線の現場労働者までの階層別の安全

衛生教育の実施、特に、雇入れ時教育の徹底及び未熟練労

働者に対する教育の実施

就業制限業務、作業主任者を選任すべき業務での有資格

者の充足

災害事例、安全作業マニュアルを活用した教育内容の充

実

労働者の安全作業マニュアルの遵守状況の確認

教育計画の樹立 効果的な教育の実施
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活動の促進

自主的な活動の促進

    発生した労働災害の分析及び再発防止対策の徹底

  職場巡視、４Ｓ活動（整理、整頓、清掃、清潔）、ＫＹ（危険予知）活動、

ヒヤリ・ハット事例の共有等の日常的な安全活動の充実・活性化

リスクアセスメントの実施

  リスクアセスメントによる機械設備等の安全化、作業方法の改善

  ＳＤＳ（安全データシート）等により把握した危険有害性情報に基づ

く化学物質のリスクアセスメント及びその結果に基づく措置の推進

その他の取組

   安全に係る知識や労働災害防止のノウハウの着実な継承

  外部の専門機関、労働安全コンサルタントを活用した安全衛生水準の向上

「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」に基づ

く、安全衛生に配慮したテレワークの実施



リスクアセスメントとは

事業場にある危険性や有害性を特定し、そのリスクを見積もり、優先

度の高いものからリスク低減措置を決定すること
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継続したリスクアセスメントの実施をお願いします！

１

２

３

社内体制の構築

・リスクアセスメントにかかわる各部門の役割の明確化
・担当者の選任

リスクアセスメントの実施タイミングの明確化

従業員への教育

・マニュアルや手順書、チェックリストの作成及び運用

・教育資料の作成
・教育の実施



●昨年度の実施要綱より追加、変更された主要事項①

赤字：変更箇所

（２）業種の特性に応じた労働災害防止対策

④ 製造業における労働災害防止対策

 カ 機械等製造業者による、機械等を使用する事業
者への、リスクアセスメント実施に資する残留リ
スク情報の提供
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２ 業種の特性に応じた労働災害防止対策



機械災害の防止のため、「残留リスク情報」の活用を！

機械災害の防止には、機械の使用者によるリスクアセスメントが欠かせませんが、機

械の使用者がその機械に関する危険情報（残留リスク情報）をあらかじめ入手してい

ないと、適切かつ有効なリスクアセスメントを実施することは困難です。
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※残留リスク情報とは…

・製造等を行う者による保護方策で除去・低減ができなかったリスク

・機械を労働者に使用させる事業者が実施すべき保護方策（安全防護、労働者 教育、個人用保護具の使用等）の内容

など

リスクアセスメント

本質的安全

設計方策

安全防護、

付加防護方策
使用上の情報

リスクアセスメント
可能であれば

本質的安全設計方策
保護方策 機械の使用

危険情報の提供
安衛則第２４条の１３

機械譲渡者等が行う機械に関する危険性等の通知の促進に関する指針

リスクアセスメントの際は

機械製造者

機械使用者 残留リスクを
考慮した上で実施

作業標準の整備、
教育、保護具の使用

など



●昨年度の実施要綱より追加、変更された主要事項②

（３）業種横断的な労働災害防止対策

④熱中症予防対策
(ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン）

ア 熱中症のおそれのある作業者の早期発見のための連絡体

制の整備等を内容とする改正労働安全衛生規則に基づく措
置義務の徹底
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⑤業務請負等他者に作業を行わせる場合の対策

ア 請負人等が労働者と同じ場所で就業する場合における安全
 衛生の確保に必要な措置の実施

３ 業種横断的な労働災害防止対策
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熱中症対策について

職場における
熱中症対策の強化について

「 令和７年６月１日に
改正労働安全衛生規則が

 施行されます  」
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熱中症対策について

熱中症クールワークキャンペーン
STOP！

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

キャンペーン期間

重点取組期間準備期間

キャンペーン実施要項

暑さ指数の把握と評価１

キャンペーン期間にすること

２ 測定した暑さ指数に応じて以下の対策を徹底

・暑さ指数の低減 ・休憩場所の整備
・服装 ・作業時間の短縮
・プレクーリング ・水分、塩分の摂取
・暑熱順化への対応 ・健康診断結果に基づく対応
・日常の健康管理  ・作業中の労働者の健康状態の確認
・異常時の対応
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請負人等の安全確保について

省令改正により、作業を請け負わせる一人親方等や、同じ場所で作業を行う労働者以外
の人に対しても、労働者と同等の保護が図られるよう、必要な措置を実施することが事業
者に義務付けられます。
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その他改正事項について



労働者死傷病報告の報告事項が改正され、電子申請が義務化されます
（令和７年（２０２５年）１月１日施行）
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その他改正事項について

夜間・休日も申請
できて便利！！



終わりに…
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全国安全週間を機に職場の
実態を確認し、
事業所が一体となって、より
良い職場環境を！
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